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2022年12月８日 

受益者の皆様へ 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

 

「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」 

投資信託契約の解約（予定）のお知らせ 

 

 拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 また、平素より弊社の投資信託に格別のご愛顧を賜り厚くお礼申し上げます。 

 

 さて、弊社の追加型証券投資信託「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」（以下「当ファン

ド」といいます。）は、その純資産総額が2022年10月末現在で約7.3億円となってい

ます。また、当ファンドでは信託約款において、純資産総額が20億円を下回ること

となった場合には信託契約を解約することができると定めています。弊社では、昨

今の純資産総額の推移に鑑みるに、今後当ファンドの純資産総額の大幅な増加を期

待することは難しく、また引き続き一部解約が発生すると見込まれることから、信

託約款の当該規定にしたがって当ファンドの信託契約を解約すること（以下「繰上

償還」といいます。）はやむを得ないと判断いたしました。 

 したがって、当ファンドの信託約款第46条第１項の規定に基づき、後記のとおり

繰上償還をさせていただく予定ですのでお知らせいたします。 

 

 なお、このお知らせは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（以下「投信法」

といいます。）第20条第１項において準用する同法第17条第２項の規定に基づき、

法定手続きの一環として、対象となる受益者の皆様にお送りさせていただくもので

す。 

 

上記の繰上償還は、投信法の規定にしたがい、書面による決議（以下「本決議」

ということがあります。）による可決をもって実施します。 

 

つきましては、このお知らせおよび同封の「書面決議参考書類」（本決議に対す

る議決権の行使について参考となるべき事項を記載した書類）を必ずお読みいただ

き、本決議に対する賛否および必要事項を、同封の「議決権行使書面」にご記入の

うえ、弊社までお送りいただきますようお願い申し上げます。議決権を行使する方

法については、後記「５．議決権を行使する方法について」をご覧ください。 

 

なお、本決議に対し議決権を行使されない場合（議決権行使書面をご返送いただ

かない場合）は、当ファンドの信託約款第46条第３項に基づき、本決議に賛成する

ものとみなされます。 

 

 繰上償還に賛成の場合、必ずしも議決権行使書面をご返送いただく必要はありま

せん。その場合のお手続きは必要ありません。 

 

 何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。 

敬具 
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記 

 

１．繰上償還の対象となるファンド 

ＪＰＭ日本ＣＢファンド 

 

２．繰上償還を行う理由 

当ファンドの純資産総額が20億円を下回っているため、当ファンドの信託約款

第46条第１項の規定に基づき繰上償還を行うものです。  

 

３．繰上償還の日程について 

① 受益者の確定日 

② 書面による議決権の行使期限

③ 書面による決議の日 

④ 繰上償還日 

：2022年12月８日 

：2023年１月10日まで 

：2023年１月11日 

：2023年２月21日（予定） 

 

４．繰上償還の決定について 

 繰上償還に賛成された受益者の受益権の合計口数が、2022年12月８日現在の受

益権の総口数の３分の２以上である場合は、2023年２月21日に繰上償還いたしま

す。 

 繰上償還に賛成された受益者の受益権の合計口数が、2022年12月８日現在の受

益権の総口数の３分の２未満の場合には、繰上償還は行いません。この場合、当

ファンドを継続する旨を本決議の日以降、速やかに受益者の皆様に通知いたしま

す。 

 

５．議決権を行使する方法について 

 受益者は、弊社に対し、2022年12月８日現在保有する当ファンドの受益権（2022

年12月６日の取得申込み分まで）について、議決権を行使し繰上償還について賛

否を述べることができます。2022年12月７日以降の取得申込み分の受益権につい

ては、議決権行使の対象とはなりませんので、賛否を述べる権利はありません。 

 

 議決権を行使される受益者の方は、同封の議決権行使書面に本決議への賛否お

よび必要事項をご記入の上、2023年１月10日（火）必着で、封書にて、以下の宛

先へご郵送くださいますようお願い申し上げます。 

 

＜宛先＞ 

〒100－6432 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 東京ビルディング 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

ファンド・ディスクロージャー室 宛 

 

(注)取得した個人情報は、繰上償還の手続きに必要な範囲でのみ使用いたします。 

なお、弊社の個人情報等の取組み方針となる個人情報保護宣言については、

https://am.jpmorgan.com/jp/ja/asset-management/per/privacy-statementに掲載されています。 
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［ご注意事項］ 

・議決権を行使される場合は、必ず同封の議決権行使書面をご使用ください。 

・取引店名または口座番号が欠落している場合、氏名（もしくは名称）または

住所が取扱販売会社へ登録されているものと異なる場合（同封の議決権行使

書面に氏名等があらかじめ印刷されている場合にその印刷内容を誤って修

正されたときを含みます。）等、記入内容に不備がある場合は、ご提出いた

だいた議決権行使書面が無効となる場合があります。無効な議決権行使書面

をご提出された場合には、議決権行使がされなかったものとして取り扱いま

す。 

・賛否の内容が異なる複数の議決権行使書面をご提出された場合や一つの議決

権行使書面に賛否両方のご回答を頂いた場合には、原則として、議決権が行

使されなかったものとして取り扱います。 

・「議案についての賛否」欄にご回答がない議決権行使書面をご提出された場

合は、賛成の意思表示があったものとして取り扱います。 

・提出された議決権行使書面の撤回および議決権行使内容の変更はできません。 

・議決権を行使されない場合は賛成するものとみなされますので、賛成いただ

ける場合には、お手続きの必要はございません。 

 

６．その他 

◇ 取扱販売会社においては、議決権行使ができる期間中も、本決議に対する賛否

にかかわらず、通常どおり、追加購入および換金（一部解約）のお申込みを受付

いたします。 

◇ 繰上償還が決定した場合、取扱販売会社における換金（一部解約）お申込みの

最終受付日は、2023年２月17日となります。 

◇ 当ファンドは、投信法第20条第１項において準用する同法第18条第２項および

「投資信託及び投資法人に関する法律施行規則」第40条の２に定める投資信託＊

に該当します。したがって、当ファンドの繰上償還に反対された受益者は、その

保有する受益権について、信託約款第52条の規定に基づき、投信法第20条第１項

において準用する同法第18条第１項の規定に基づく当ファンドの信託財産によ

る買取を請求することはできませんが、上記のとおり取扱販売会社において換金

（一部解約）することができます。 

＊ 受益者がその保有している受益権について元本の全部または一部の償還を請求した

場合に委託会社（弊社）が当ファンドの一部解約をすることにより当該請求に応じ、受

益権の公正な価格が受益者に償還されることとなる投資信託をいいます。なお、当ファ

ンドの場合、当該「公正な価格」は、信託約款第44条第３項のとおり一部解約を受け付

けた日の翌営業日の基準価額となります。 



4 

 

７．ご参考（手続きの流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰上償還についてのお問い合わせ先： 

 ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

 電話番号０３（６７３６）２３５０（受付時間：営業日の午前９時～午

後５時） 

※ 皆様の個別のお取引状況・口座の内容等については、取扱販売会社に

お問い合わせくださいますようお願い申し上げます。 

 

以上 

 

 



 
 

 

「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」 

書面による決議（2023年１月11日） 

書面決議参考書類 
 

 

 

１．投資信託契約の解約の相当性に関する事項 

2022年10月末現在、追加型証券投資信託「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」（以下「当ファンド」といい

ます。）の純資産総額が20億円を下回っております。また、当ファンドでは信託約款において、純資

産総額が20億円を下回ることとなった場合には信託契約を解約することができると定めています。

その状況下、昨今の純資産総額の推移に鑑みるに、今後当ファンドの純資産総額の大幅な増加を期待

することは難しく、また引き続き一部解約が発生すると見込まれることから、信託約款の当該規定に

従って当ファンドの投資信託契約を解約し、信託を終了すること（以下「繰上償還」といいます。）

は相当と考えられます。 

２．投資信託契約の解約がその効力を生ずる日 

2023年２月21日 

３．投資信託契約の解約の中止に関する条件 

「投資信託及び投資法人に関する法律」の規定に基づく書面による決議において、受益者の議決権

口数の３分の２以上にあたる多数の賛成を得られなかった場合には、当ファンドの繰上償還を中止し

ます。 

４．直前に作成された財産状況開示資料等の内容 

以下「参考書類別添」をご参照ください。 

５．財産状況開示資料等を作成した後に、重要な投資信託財産に属する財産の処分、重大な信託財産

責任負担債務の負担その他の投資信託財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その

内容 

該当事項はありません。 

６．投資信託契約の解約の理由 

当ファンドの純資産総額が20億円を下回っているため、当ファンドの信託約款第46条第１項の規定

に基づき繰上償還を行うものです。 

７．投資信託契約の解約に関する事項について受益者の不利益となる事実 

当ファンドは、償還にあたりその信託財産の全てを換金しますので、主要投資対象とする親投資

信託「ＧＩＭ日本ＣＢマザーファンド（適格機関投資家専用）」（以下「マザーファンド」といいま

す。）の受益証券も換金されます。当該換金に対応するため、マザーファンドにおいてその保有有価

証券を売却しますが、売却にかかる費用がマザーファンドの負担となり、それが間接的に当ファン

ドの費用となるため、結果的に当ファンドの受益者がこれを負担することとなります。 

 

以上 



 
 

「参考書類別添」  

ＪＰＭ日本ＣＢファンド 財産状況開示資料 

 

 

 

 

ご参考：ＧＩＭ日本ＣＢマザーファンド（適格機関投資家専用） 
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「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」 

繰上償還に関するＱ＆Ａ 

 

 

 

 

 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

 

 

Ｑ１：『「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」投資信託契約の解約（予定）のお知らせ』が送られ

てきました。これはなんですか。 

 

Ａ１：当ファンドの繰上償還（期間満了前に投資信託契約を解約すること）を行うに

あたり、その賛否を問うために法令に基づき「書面による決議」を行う必要が

ありますが、その「書面による決議」を行うためには、事前に受益者の皆様に

「書面による決議」を行う旨を書面にてご通知することが法令で定められてい

るため、お送りしています。 

 

 

Ｑ２：なぜ繰上償還するのですか。 

 

Ａ２：継続的な換金により、当ファンドの残高（純資産総額）は2022年10月末現在約

7.3億円になっています。また、当ファンドでは信託約款において、純資産総額

が20億円を下回ることとなった場合には繰上償還ができると定めています。今

後、当ファンドの残高が大幅に増加することを期待することは難しいことから、

信託約款の当該規定に従って繰上償還をすることはやむを得ないと判断いたし

ました。 

（参考） 

当ファンドの残高（純資産総額） 1,245百万円（2021年７月12日（第９期末））

 963百万円（2022年１月12日（第10期末））

 791百万円（2022年７月12日（第11期末））

 

 

Ｑ３：何をすればよいのですか。 

 

Ａ３：繰上償還に賛成の方は、以下のいずれかのご対応をお願いいたします。 

・「書面による決議」における議決権を行使しない。（自動的に賛成として議

決権を行使したことになります。） 

この場合は、「議決権行使書面」をご提出いただく必要はございません。 

・繰上償還に賛成として、「書面による決議」における議決権を行使する。 

この場合は、『「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」投資信託契約の解約（予定）

のお知らせ』の「５．議決権を行使する方法について」にしたがって、賛

■当資料は、当ファンドの繰上償還についてのご理解の助けとなるよう
ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（株）が作成した資料であり、
法令に基づく資料ではありません。 
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成である旨を記載した「議決権行使書面」をご提出くださいますようお願

いいたします。 

   繰上償還に反対の方は、その旨の議決権を「書面による決議」において行使す

るため、『「ＪＰＭ日本ＣＢファンド」投資信託契約の解約（予定）のお知ら

せ』の「５．議決権を行使する方法について」にしたがって、反対である旨を

記載した「議決権行使書面」をご提出くださいますようお願いいたします。 

 

 

Ｑ４：2022年12月８日現在の保有受益権口数がわかりません。 

 

Ａ４：お取引の販売会社までお問い合わせくださいますよう、お願いいたします。な

お、お取引の販売会社によっては、同封の議決権行使書面にあらかじめ保有受

益権口数が印刷されている場合や、保有受益権口数が同封の別紙に記載されて

いる場合があります。 

 

 

Ｑ５：換金はできますか。 

 

Ａ５：販売会社の営業日であれば、販売会社にて換金（一部解約）のお手続きを承り

ます。お取引の販売会社に換金をお申込みください。ただし、英国ロンドン市

の銀行の休業日または証券取引所の休場日の場合にはお申込みできません。詳

しくは、お取引の販売会社までお問い合わせくださいますよう、お願いいたし

ます。 

また、繰上償還をすることが決定した場合は、2023年２月17日が換金の最終申

込日となります。換金する際の価格は、換金申込日の翌営業日の基準価額です。

なお、換金せず繰上償還までお持ちいただく場合には、償還日の基準価額によ

り償還金としてお受け取りになれます。基準価額は日々変動します。 

 

 

Ｑ６：繰上償還すると決まったら、連絡はもらえますか。 

 

Ａ６：繰上償還が決定した場合、今回のように弊社から書面でお知らせすることはい

たしません。繰上償還が否決された（繰上償還しないこととなった）場合には、

弊社から書面でお知らせいたします。なお、いずれの場合も、2023年１月11日

に弊社ホームページ（https://www.jpmorgan.com/jp/am/）にお知らせを掲載いたし

ます。 

 

以上 
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